
第2回議会基本条例検証評価シート

今　回　評　価

Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

任期が終了する年の３月末までの約
４年間（Ｒ元年５月～Ｒ５年４月）
次回検証はＲ４年度下半期に実施

Ａ（２）+Ｂ
（２）の

評価

任期が終了する年の３月末までの約
４年間（Ｒ５年５月～Ｒ９年４月）
次回検証はＲ８年度下半期に実施

1 前 前 対象外 －

条文の趣旨を引き続き尊重していく

2 1 1 （目的） 対象外 －

この条例は、二元代表制の下、市民及
び市長並びに議会の関係、議会活動の
基本原則その他基本的な事項を定める
ことにより、自治体が立案する事務の
決定、執行及び評価における論点や課
題を広く市民に明らかにするととも
に、合議制の意思決定機関としての議
会の果たすべき役割を明確にし、もっ
て福知山市の豊かなまちづくりを実現
することを目的とする。

条例制定の目的を定めた
理念規定であり、議会の
具体的な活動内容に基づ
いて検証評価する方法に
はなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく

Step１
前　回　評　価

整理
番号

議会基本条例

市民が、自らの意思と責任で地域のこ
とを決定することが、地方自治の本旨
である。市民に選挙で選ばれた議員に
より構成される福知山市議会（以下
「議会」という。）は、この住民自治
を議会運営の基本理念として活動して
いかなければならない。
また、議会は、二元代表制の特性をい
かし、市長と緊張関係を保持しなが
ら、市民参加のもとで、住民自治の実
現にまい進する責任と権限を負ってい
る。我々は、その持てる権能を十分に
駆使し、自由かっ達な討議をとおし
て、論点及び争点を明確にするととも
に、市民への積極的な情報公開を推し
進めることで市民福祉の向上に寄与
し、市民主体の地方自治を実現する使
命がある。
この使命を達成するために、議会の最
高規範として、本条例を制定した。
我々は、この条例に定める議会として
の議会運営の規範を遵守し、実践する
ことにより、市民に信頼され、評価さ
れる議会を構築するものである。

条例制定の背景と、議会
の使命の達成に向けた決
意表明であり、議会の具
体的な活動内容に基づい
て検証評価する方法には
なじまない。

1/16



Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

3 2 1 （議会の活動原則） 対象 5 4
議会は、議会活動への市民参加と情報
公開の原則に基づき、活動を行わなけ
ればならない。

議会報告会、出張
委員会、行政視察
研修報告会など、
市民参加の機会を
設け、市民との意
見交流を行うな
ど、充実した取り
組みが実施できて
いる。
議会だよりやHPの
改善をはじめ、審
議経過や結果の公
開など、徹底した
情報公開を実践で
きている。

（コロナ禍のため、
市民参加の機会が十
分に確保できなかっ
た）
コロナ禍の影響によ
る対面制限を受け
て、市民参加の機会
は減少したが、次の
とおり開催した。
議会報告会　Ｒ２：
延期　Ｒ３：１回
Ｒ４：１回
出張委員会　Ｒ２：
１回　Ｒ３：なし
Ｒ４：なし
行政視察研修報告会
Ｒ２：１回　Ｒ３：
なし　Ｒ４：１回

議会だよりやホーム
ページの改善をはじ
め、審議経過や結果
の公開など、徹底し
た情報公開を実践で
きている。

政務活動費の透明性
を確保するため、行
政視察実施計画書及
び行程表の事前公表
を開始した。（Ｒ
３）

議会政策検討会議を
新たにライブ中継
（録画配信含む）す
ることとした。他の
会議については現行
どおりとする。

シティズンシップや
議会を身近に感じて
もらうため、議場見
学において、議員が
案内した。
（Ｒ３）

【議会活動への市民参加】
■議会報告会、出張委員会、行政視
察研修報告会、市民意見交換会など
を開催する。
■ 実施の基本回数
・議会報告会　年２回
・出張委員会　各委員会年１回
・行政視察研修報告会　年２回
■シティズンシップ（主権者意識）
を高める取り組みを行う。（小中高
生議会など）
■市民と双方向で行政施策について
議論できる環境をつくる。
【情報公開】
■ 市民に親しまれ、市民の関心に応
える情報発信を行う。（議会だよ
り、議会ホームページの充実）
■ 議論の内容（経過、結果）を詳細
に公開する。（本会議録の公開、本
会議・委員会のライブ中継・録画配
信、会議の公開（傍聴）、議案賛否
の公表）
■ 議会の組織編成のプロセスや、政
務活動の透明性を確保する。（役職
選出にかかるプロセスの公開、政務
活動費の使途及び収支報告の公開）
■出来るだけ多くの会議のライブ中
継を行う。
■情報公開の手法や媒体について、
適宜追加や改善を行う。（ＳＮＳの
活用など）
■予算・決算審査委員会の会議録の
公開（ＨＰ）
■議会政策検討会議をライブ中継す
る

【議会活動への市民参加】
■議会報告会、出張委員会、行政視
察研修報告会、市民意見交換会など
を開催する。
■ 実施の基本回数
・議会報告会　年２回
・出張委員会　各委員会年１回
・行政視察研修報告会　年２回
■シティズンシップ（主権者意識）
を高める取り組みを行う。（小中高
生議会など）
■市民と双方向で行政施策について
議論できる環境をつくる。
【情報公開】
■ 市民に親しまれ、市民の関心に応
える情報発信を行う。（議会だよ
り、議会ホームページの充実）
■ 議論の内容（経過、結果）を詳細
に公開する。（本会議録の公開、本
会議・委員会のライブ中継・録画配
信、会議の公開（傍聴）、議案賛否
の公表）
■ 議会の組織編成のプロセスや、政
務活動の透明性を確保する。（役職
選出にかかるプロセスの公開、政務
活動費の使途及び収支報告の公開）
■情報公開の手法や媒体について、
適宜追加や改善を行う。（ＳＮＳの
活用など）
■予算・決算審査委員会の会議録の
公開（ＨＰ）
■オンラインを活用した市民意見交
換会

【議会活動への市民参
加】
議会報告会、出張委員
会、行政視察研修報告
会、高校生フレッシュ議
会（H28.5）、議員定数
を考える市民意見交換会
（H29.2)　など

【情報公開】
議会だより、議会ホーム
ページ、本会議録検索シ
ステム、議案賛否の公
開、政務活動費の使途及
び収支報告の公開、役職
選出にかかる所信表明会
の実施、本会議・委員会
審査等のライブ中継・録
画配信、議長記者会見、
すべての会議の公開（傍
聴可）　など

【議会活動への市民参
加】
■議会報告会、出張委員
会、行政視察研修報告
会、高校生フレッシュ議
会、市民意見交換会など
を開催する。
■ 実施の基本回数
・議会報告会　年２回
・出張委員会　各委員会
年１回
・行政視察研修報告会
年２回

【情報公開】
■ 市民に親しまれ、市
民の関心に応える情報発
信を行う。（議会だよ
り、議会ホームページの
充実）
■ 議論の内容（経過、
結果）を詳細に公開す
る。（本会議録の公開、
本会議・委員会のライブ
中継・録画配信、会議の
公開（傍聴）、議案賛否
の公表）
■ 議会の組織編成のプ
ロセスや、政務活動の透
明性を確保する。（役職
選出にかかるプロセスの
公開、政務活動費の使途
及び収支報告の公開）
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Step１

整理
番号

議会基本条例

4 2 2 （議会の活動原則） 対象 5 5
議会は、議会活動に市民の積極的な参
加を募るため、市民が参加しやすい仕
組み作りに努めるとともに、議長が議
会に諮って議案の審議に用いる資料等
を提供し、市民の傍聴の意欲を高める
議会運営に努めなければならない。

議案書や関連資料など、
執行機関から議会に提出
される資料のすべてを、
傍聴者の閲覧用に提供し
ている。
手話通訳者の派遣や議場
スクリーンの活用など、
市民の傍聴意欲を高める
仕組みづくりにも取り組
むことができた。

5 2 3 （議会の活動原則） 対象 5 5
議会は、議長、副議長並びに各委員会
の委員長及び副委員長の選出等に当
たっては、それぞれの職を志す者に対
して、所信を表明し、又は質疑応答す
る機会を設け、その選出の過程を市民
に明らかにしなければならない。

議長、副議長並びに各委
員会の正副委員長の選出
において、所信表明会や
選挙を実施し、その様子
はライブ中継や録画配信
を行っている。議会の組
織編成のプロセスの公平
性や透明性は十分に確保
できている。

■ 所信表明会を開催し、公開するこ
とで、議会の組織編成のプロセスの
公正性、透明性を確保する。
■任期満了前に所信表明に対する自
己評価を述べる機会を設ける

議長、副議長並びに
各委員会の正副委員
長の選出において、
所信表明会や選挙を
実施し、その様子は
ライブ中継や録画配
信を行っている。議
会の組織編成のプロ
セスの公平性や透明
性は十分に確保でき
ている。

■ 所信表明会を開催し、公開するこ
とで、議会の組織編成のプロセスの
公正性、透明性を確保する。
■任期満了前に所信表明に対する自
己評価を述べる機会を設ける

6 3 1 （議長の責務） 対象外 － －

議長は、中立で公平な議会運営を行わ
なければならない。

議長としての基本姿勢を
定めた理念規定であり、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

議案書や関連資料な
ど、執行機関から議
会に提出される資料
のすべてを傍聴者の
閲覧用に提供してい
る。また、手話通訳
者・要約筆記者の派
遣など、市民の傍聴
意欲を高める仕組み
づくりにも取り組ん
だ。なお、試行して
いた議場スクリーン
の活用において、投
影資料の課題整理を
行うとともに、申し
合わせ事項を改正し
本格実施とした。
（Ｒ２）
手話通訳者の派遣
Ｒ２：なし　Ｒ３：
なし　Ｒ４：なし
要約筆記者の派遣の
規定を定めた。（Ｒ
２）Ｒ２：１回　Ｒ
３：なし　Ｒ４：な
し

多様な人材の議員参
画のため、会議規則
を改正し、産前産後
の期間の明記や、育
児・看護・介護に関
わる際の欠席要件を
整理した。

■ 議案書、委員会審査資料、予算･
決算の概要、主要事項説明書などを
傍聴者用の閲覧資料として準備す
る。
■ 希望者があれば、手話通訳者・要
約筆記者を配置する。
■ スクリーン等を活用して一般質問
の趣旨を分かりやすくする。
■傍聴のためのバリアフリー化を実
施する。（ソフト・ハード両面）
■働く世代などが参加しやすい仕組
みの整備（夜間や日曜開催など）
■市民が積極的に参加できる仕組み
づくりを、市民との協働により進め
る。（議会モニター制度など）
■委員会審査資料の公開

■ 議案書、委員会審査資料、予算･
決算の概要、主要事項説明書などを
傍聴者用の閲覧資料として準備す
る。
■ 希望者があれば、手話通訳者を配
置する。
■ スクリーン等を活用して一般質問
の趣旨を分かりやすくする。
■傍聴のためのバリアフリー化を実
施する。（ソフト・ハード両面）
■働く世代などが参加しやすい仕組
みの整備（夜間や日曜開催など）
■市民が積極的に参加できる仕組み
づくりを、市民との協働により進め
る。（議会モニター制度など）
■委員会審査資料の公開
■希望があれば要約筆記者を配置す
る

■ 所信表明会を開催
し、公開することで、議
会の組織編成のプロセス
の公正性、透明性を確保
する。

役職選出に係る所信表明
会を開催している。
所信表明、質疑を行い、
役職を志す者が複数ある
場合は選挙を行う。
所信表明会の様子はライ
ブ中継、録画配信を行
う。

議案書、委員会審査資
料、予算･決算の概要、
主要事項説明書などを傍
聴者用の閲覧資料として
準備している。（現行で
は、「議会に諮る」こと
はしていない。）

希望者があれば、手話通
訳者を配置している。
（平成２７年４月から）

■ 議案書、委員会審査
資料、予算･決算の概
要、主要事項説明書など
を傍聴者用の閲覧資料と
して準備する。
■ 希望者があれば、手
話通訳者を配置する。
■ スクリーン等を活用
して一般質問の趣旨を分
かりやすくする。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

7 3 2 （議長の責務） 対象 3 3
議長は、本会議後に必要に応じて記者
会見を実施し、議会の情報公開に努め
なければならない。

報道機関等との会見の実
績はあるが、近年は実施
していない。
議会への関心を高めるた
めの、議会からの積極的
な働きかけが十分とは言
えない。

■ 議長が、報道機関等との会見（イ
ンタビュー等）を通じて、議会への
関心を高めるための積極的な情報発
信の機会を設ける。（必要に応じて
実施するが、定期的な実施が望まし
い。）

議会基本条例の第１
回目の検証評価結果
について記者会見を
実施した。（Ｒ２）
ただし、定期的な実
施にはなっていな
い。

■ 議長が、報道機関等との会見（イ
ンタビュー等）を通じて、議会への
関心を高めるための積極的な情報発
信の機会を設ける。（必要に応じて
実施するが、定期的な実施が望まし
い。）

8 4 1 （議員の活動原則） 対象外 － －

議員は、個別的な事案の解決だけでな
く、市民全体の健康で文化的な環境の
確保と均衡ある発展を目指して、自ら
の政治信条に基づいて活動しなければ
ならない。

総合的な視点に立って、
市全体のために貢献でき
る活動を行うという、議
員の活動原則を定めた理
念規定であり、議会の具
体的な活動内容に基づい
て検証評価する方法には
なじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

9 4 2 （議員の活動原則） 対象外 － －

議員は、市政の課題全般について市民
の意見の的確な把握に努めなければな
らない。

市民の代表である議員
の、あるべき姿勢を定め
た理念規定であり、議会
の具体的な活動内容に基
づいて検証評価する方法
にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

10 4 3 （議員の活動原則） 対象 4 3
議員は、政策、条例、意見等の議案の
提出に努めなければならない。

委員会や会派での調査研
究の成果が、積極的な政
策提言につながってい
る。また、意見書や決議
による議会の意思表示も
適宜実践できている。
政策条例提案の実績はな
い。

■ 議会活動を市民に還元し、行政に
反映させるため、委員会・会派・議
員の調査研究や市民との情報共有に
基づいて、執行機関に対する政策提
言や、政策条例の提案、議会として
の決議・意見書など、適宜適切な手
法を選択し、実践する。
■政策条例の制定に取り組む。

■ 議会活動を市民に還元し、行政に
反映させるため、委員会・会派・議
員の調査研究や市民との情報共有に
基づいて、執行機関に対する政策提
言や、政策条例の提案、議会として
の決議・意見書など、適宜適切な手
法を選択し、実践する。
■政策条例の制定に取り組む。

11 4 4 （議員の活動原則） 対象 3 3
議員は、議案審査に当たって反対する
ときは、代案をもってすることに努め
なければならない。

議案等に反対するときに
は、討論などにおいて論
点や争点を明確にして反
対の意思表示を行ってい
る。
具体的根拠を伴う代案の
提示は十分とは言えな
い。

■ 議案等に反対する際には、具体的
根拠を伴う代案や例示を用いて、論
点を明確にし、客観的な説明を尽く
す。また必要に応じて、修正案を提
案する。

議案等に反対すると
きには、討論などに
おいて論点や争点を
明確にして反対の意
思表示を行ってい
る。
具体的根拠を伴う代
案の提示は十分とは
言えない。

■ 議案等に反対する際には、具体的
根拠を伴う代案や例示を用いて、論
点を明確にし、客観的な説明を尽く
す。また必要に応じて、修正案を提
案する。

（コロナ禍のため、
対面や移動制限の影
響が委員会活動にも
連動した）
コロナ禍の対面や移
動制限、またほぼ毎
月の本会議の開催に
より、委員会の調査
研究の機会が十分に
確保できなかった
が、政策提言・意見
書等の提出は次のと
おり行った。
なお、政策条例の提
案や決議の実績はな
かった。
政策提言　Ｒ２：２
回　Ｒ３：１回　Ｒ
４：なし
意見書　　Ｒ２：２
回　Ｒ３：２回　Ｒ
４：なし

記者会見を実施（平成２
６年６月３０日、平成２
８年５月１１日）
地元ＦＭ局によるインタ
ビューに対応（平成２７
年６月３０日）

ただし、近年は実施でき
ていない。

各委員会による「政策提
言」、予算・決算審査委
員会による「意見・提
言」の提出に努めてい
る。
また、意見書、決議など
議会の意思表示、意思表
明にかかる議案の提出を
行っている。

議会や議員に関わる条例
以外についても、条例の
議員提案に取り組む必要
がある。

討論において、前向きな
代案を具体的または抽象
的に述べることがある。

何をもって「代案」とす
るのか、要件を明確にし
ていない。

■ 議案等に反対する際
には、具体的根拠を伴う
代案や例示を用いて、論
点を明確にし、客観的な
説明を尽くす。また必要
に応じて、修正案を提案
する。

■ 議会活動を市民に還
元し、行政に反映させる
ため、委員会・会派・議
員の調査研究や市民との
情報共有に基づいて、執
行機関に対する政策提言
や、政策条例の提案、議
会としての決議・意見書
など、適宜適切な手法を
選択し、実践する。

■ 議長が、報道機関等
との会見（インタビュー
等）を通じて、議会への
関心を高めるための積極
的な情報発信の機会を設
ける。（必要に応じて実
施するが、定期的な実施
が望ましい。）
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

12 5 1 （会派） 対象外 － －

会派は、政策上の理念を共有する２人
以上の議員で構成し活動することがで
きる。

会派の定義および会派の
成立要件を規定したもの
であり、議会の具体的な
活動内容に基づいて検証
評価する方法にはなじま
ない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

13 6 1 （市民参加及び市民との連携） 対象 5 4
議会は、議会の活動に関する情報公開
を徹底するとともに、市民に対する説
明責任を十分に果たさなければならな
い。

会議録の公開や、本会議
等のライブ中継・録画配
信、原則すべての会議を
公開（傍聴可）とするな
ど、情報公開を徹底でき
ている。
議会だよりやHPを通じ
て、議会活動に関する説
明責任を十分に果たせて
いる。

（コロナ禍のため、
市民参加の機会が十
分に確保できなかっ
た）
コロナ禍の影響によ
る対面制限を受け
て、市民参加の機会
は減少したが、次の
とおり開催した。
議会報告会　Ｒ２：
延期　Ｒ３：１回
Ｒ４：１回
出張委員会　Ｒ２：
１回　Ｒ３：なし
Ｒ４：なし
行政視察研修報告会
Ｒ２：１回　Ｒ３：
なし　Ｒ４：１回

議会だよりやホーム
ページの改善をはじ
め、審議経過や結果
の公開など、徹底し
た情報公開を実践で
きている。

政務活動費の透明性
を確保するため、行
政視察実施計画書及
び行程表の事前公表
を開始した。（Ｒ
３）

議会政策検討会議を
新たにライブ中継
（録画配信含む）す
ることとした。他の
会議については現行
どおりとする。

シティズンシップや
議会を身近に感じて
もらうため、議場見
学において、議員が
案内した。
（Ｒ３）

【議会活動への市民参加】
■議会報告会、出張委員会、行政視
察研修報告会、市民意見交換会など
を開催する。
■ 実施の基本回数
・議会報告会　年２回
・出張委員会　各委員会年１回
・行政視察研修報告会　年２回
■シティズンシップ（主権者意識）
を高める取り組みを行う。（小中高
生議会など）
■市民と双方向で行政施策について
議論できる環境をつくる。
【情報公開】
■ 市民に親しまれ、市民の関心に応
える情報発信を行う。（議会だよ
り、議会ホームページの充実）
■ 議論の内容（経過、結果）を詳細
に公開する。（本会議録の公開、本
会議・委員会のライブ中継・録画配
信、会議の公開（傍聴）、議案賛否
の公表）
■ 議会の組織編成のプロセスや、政
務活動の透明性を確保する。（役職
選出にかかるプロセスの公開、政務
活動費の使途及び収支報告の公開）
■情報公開の手法や媒体について、
適宜追加や改善を行う。（ＳＮＳの
活用など）
■予算・決算審査委員会の会議録の
公開（ＨＰ）
■オンラインを活用した市民意見交
換会

【情報公開】
議会だより、議会ホーム
ページ、本会議録検索シ
ステム、議案賛否の公
開、政務活動費の使途及
び収支報告の公開、役職
選出にかかる所信表明会
の実施、本会議・委員会
審査等のライブ中継・録
画配信、議長記者会見、
すべての会議の公開（傍
聴可）　など

【議会活動への市民参加】
■議会報告会、出張委員会、行政視
察研修報告会、市民意見交換会など
を開催する。
■ 実施の基本回数
・議会報告会　年２回
・出張委員会　各委員会年１回
・行政視察研修報告会　年２回
■シティズンシップ（主権者意識）
を高める取り組みを行う。（小中高
生議会など）
■市民と双方向で行政施策について
議論できる環境をつくる。
【情報公開】
■ 市民に親しまれ、市民の関心に応
える情報発信を行う。（議会だよ
り、議会ホームページの充実）
■ 議論の内容（経過、結果）を詳細
に公開する。（本会議録の公開、本
会議・委員会のライブ中継・録画配
信、会議の公開（傍聴）、議案賛否
の公表）
■ 議会の組織編成のプロセスや、政
務活動の透明性を確保する。（役職
選出にかかるプロセスの公開、政務
活動費の使途及び収支報告の公開）
■出来るだけ多くの会議のライブ中
継を行う。
■情報公開の手法や媒体について、
適宜追加や改善を行う。（ＳＮＳの
活用など）
■予算・決算審査委員会の会議録の
公開（ＨＰ）
■議会政策検討会議をライブ中継す
る

【情報公開の徹底】
■ 議論の内容（経過、
結果）を詳細に公開す
る。（本会議録の公開、
本会議・委員会等のライ
ブ中継・録画配信、会議
の公開（傍聴）、議案賛
否の公表）

【説明責任の履行】
■ 市民に親しまれ、市
民の関心に応える情報発
信を行う。（議会だよ
り、議会ホームページの
充実）
■ 議会の組織編成のプ
ロセスや、政務活動の透
明性を確保する。（役職
選出にかかるプロセスの
公開、政務活動費の使途
及び収支報告の公開）
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

14 6 2 （市民参加及び市民との連携） 対象 5 5
議会は、全ての会議を原則公開する。 全ての会議を原則公開し

ている。（人事案件等を
扱う各派幹事会は除
く。）

■ 全ての会議を原則公開する。（た
だし、人事案件等を扱う各派幹事会
は除く。）

全ての会議を原則公
開している。（人事
案件等を扱う各派幹
事会は除く。）

■ 全ての会議を原則公開する。（た
だし、人事案件等を扱う各派幹事会
は除く。）

15 6 3 （市民参加及び市民との連携） 対象 2 2
議会は、本会議、常任委員会、議会運
営委員会、特別委員会等の運営に当た
り、公聴会制度及び参考人制度を十分
に活用して、市民の専門的又は政策的
識見等を議会の討議に反映させる。

議会基本条例制定
（H25.4）以降において
は、公聴会制度及び参考
人制度を活用した実績は
ない。
制度の活用が必要と判断
する事案がなかったこと
が理由であるが、結果と
して、活用に対して十分
に積極的であるとは言え
ない。

■ 審査や調査研究に際しては、利害
関係者や学識経験者の意見を十分に
考慮し、討議を深める。そのために
必要な場合は、公聴会制度や参考人
制度を積極的に活用する。

議会基本条例制定
（H25.4）以降にお
いては、公聴会制度
及び参考人制度を活
用した実績はない。
制度の活用が必要と
判断する事案がな
かったことが理由で
あるが、結果とし
て、活用に対して十
分に積極的であると
は言えない。

■ 審査や調査研究に際しては、利害
関係者や学識経験者の意見を十分に
考慮し、討議を深める。そのために
必要な場合は、公聴会制度や参考人
制度を積極的に活用する。

16 6 4 （市民参加及び市民との連携） 対象 5 5
議会は、請願及び陳情を市民による政
策提言と位置付け、提出者が希望した
場合は、その委員会審査又は調査にお
いて、意見を直接述べることができる
よう配慮しなければならない。

委員会での請願審査にお
いて、請願者による説明
や質疑応答の機会を設
け、時間も十分に確保で
きている。
陳情は、全議員に配布し
たのち、委員会等での調
査、検討を要すると判断
する案件はなかった。

【請願】
■ 委員会での請願審査の場におい
て、請願者が直接、請願趣旨の説明
や質疑応答する機会を設ける。

【陳情】
■ 陳情書は各議員に書面にて配布す
る。
■陳情書の取り扱いについて、検討
する。

委員会での請願審査
において、請願者に
よる説明や質疑応答
の機会を設け、時間
も十分に確保できて
いる。
陳情は、全議員に配
布したのち、委員会
等での調査、検討を
要すると判断する案
件はなかった。
デジタル化と利便性
の向上のため、請願
書の請願者の押印を
廃止し、「署名また
は押印」とした。
（Ｒ３）

【請願】
■ 委員会での請願審査の場におい
て、請願者が直接、請願趣旨の説明
や質疑応答する機会を設ける。

【陳情】
■ 陳情書は各議員に書面にて配布す
る。
■陳情書の取り扱いについて、検討
する。

17 6 5 （市民参加及び市民との連携） 対象 4 4
議会は、重要な議案に対する各議員の
意見を議会広報で公表する等議員の活
動に対して市民の評価が的確になされ
るよう情報の提供に努めなければなら
ない。

議員別議案賛否や討論の
要旨を公表し、議員に対
する市民評価のための情
報提供ができている。
議会だよりでは、スペー
スの制約があり、詳細に
情報提供できていない場
合があるが、本会議録で
は全ての発言内容を掲載
しており、ホームページ
でも公開している。

■ 議員別議案賛否一覧や討論の要旨
を議会だより、議会ホームページに
おいて公表する。

議員別議案賛否や討
論の要旨を公表し、
議員に対する市民評
価のための情報提供
ができている。
議会だよりでは、ス
ペースの制約があ
り、詳細に情報提供
できていない場合が
あるが、本会議録で
は全ての発言内容を
掲載しており、ホー
ムページでも公開し
ている。

■ 議員別議案賛否一覧や討論の要旨
を議会だより、議会ホームページに
おいて公表する。
■予算・決算審査委員会の会議録の
公開

■ 審査や調査研究に際
しては、利害関係者や学
識経験者の意見を十分に
考慮し、討議を深める。
そのために必要な場合
は、公聴会制度や参考人
制度を積極的に活用す
る。

【請願】
■ 委員会での請願審査
の場において、請願者が
直接、請願趣旨の説明や
質疑応答する機会を設け
る。

【陳情】
■ 陳情書は各議員に書
面にて配布する。

【原則公開する会議】
総務防災委員会、教育厚
生委員会、産業建設委員
会、予算審査委員会、決
算審査委員会、議会運営
委員会、由良川改修促進
特別委員会、議員報酬等
検討委員会、広報公聴委
員会、議会改革検討会
議、議会政策検討会議、
全議員協議会、委員長会
議、役職を志す者の所信
表明会、行政視察研修報
告会、予算・決算審査代
表者会議
【非公開とする会議】
各派幹事会

（検証対象期間において
は）公聴会制度及び参考
人制度の活用実績はな
い。
（注）検証対象期間：議
会基本条例施行～令和元
年度

【条例施行以前の事例】
土地開発公社の不適切な
会計処理に係る調査にお
いて、弁護士や公認会計
士等の専門的知見を活用
した。

【請願】
委員会での請願審査の場
において、請願者が直
接、請願趣旨の説明や質
疑応答する機会を設けて
いる。

【陳情】
陳情書を各議員に書面に
て配布しており、直接意
見を述べる機会は設けて
いない。陳情の取り扱い
については議会としても
検討を要する。

議員別議案賛否一覧や討
論の要旨を議会だより、
議会ホームページにおい
て公表している。

■ 議員別議案賛否一覧
や討論の要旨を議会だよ
り、議会ホームページに
おいて公表する。

■ 全ての会議を原則公
開する。（ただし、人事
案件等を扱う各派幹事会
は除く。）
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

18 6 6 （市民参加及び市民との連携） 対象 5 4
議会は、議会報告会を開催し、市民に
対し討議内容及び議決事件の説明をす
るとともに、市政全般に関する課題に
ついて市民との意見交換に努めなけれ
ばならない。

地域対象と団体対象とい
う２つの開催形式を採り
入れ、参加者が話しやす
い雰囲気で開催できてお
り、市民との活発な意見
交換ができている。

■ 議会報告会を積極的に開催し、市
民の意見を議会運営や市政に反映で
きるようにする。
【議会報告会の内容】
・主たる議決事件の賛否に至る過
程、背景、理由に関する具体的説明
・市民との直接対話による市政の課
題の抽出や意見交換
【議会報告会の開催回数】
・年２回を基本とする。
■議会報告会の開催日数や参加者を
増やす工夫を行う。

（コロナ禍のため、
市民参加の機会が十
分に確保できなかっ
た）
コロナ禍の影響によ
る対面制限を受け
て、市民参加の機会
は減少したが、次の
とおり開催した。
議会報告会　Ｒ２：
延期　Ｒ３：１回
Ｒ４：１回

■ 議会報告会を積極的に開催し、市
民の意見を議会運営や市政に反映で
きるようにする。
【議会報告会の内容】
・主たる議決事件の賛否に至る過
程、背景、理由に関する具体的説明
・市民との直接対話による市政の課
題の抽出や意見交換
【議会報告会の開催回数】
・年２回を基本とする。
■議会報告会の開催日数や参加者を
増やす工夫を行う。
■オンラインを活用した意見交換会

19 7 1 （市長等と議会及び議員の関係） 対象 5 5
議会の本会議における議員と市長及び
執行機関の職員（以下「市長等」とい
う。）の一般質問における質疑応答
は、広く市政上の論点及び争点を明確
にするため、一問一答の方式で行うこ
とができる。

すべての質問者が一問一
答方式で一般質問を行っ
ている。（H25年6月定
例会以降）

■ 一般質問は、質問と答弁の論点や
争点を明確化し、市民に対して分か
りやすく伝えるため、一問一答方式
で行う。

すべての質問者が一
問一答方式で一般質
問を行っている。
（H25年6月定例会
以降）

■ 一般質問は、質問と答弁の論点や
争点を明確化し、市民に対して分か
りやすく伝えるため、一問一答方式
で行う。

20 7 2 （市長等と議会及び議員の関係） 対象外 － －

議長から本会議、常任委員会及び特別
委員会への出席を要請された市長等
は、議員の質問に対して議長又は委員
長の許可を得て、論点及び争点を明確
にするため、反問することができる。

議員の質問に対して、論
点及び争点を明確にする
ために反問権の行使を申
し出ることを市長等に認
める規定である。反問権
の行使は市長等の判断に
基づくものであるため、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

21 7 3 （市長等と議会及び議員の関係） 対象 4 4
議会は、災害が起きたときには、市民
及び市長との間で情報の共有化を図
り、迅速な対応に努めなければならな
い。

執行機関からの情報は、
タブレット端末を活用し
て、全議員で迅速に共有
できており、必要に応じ
て議会としての対応を協
議できる体制を確保でき
ている。また、議員発信
による執行機関との情報
共有も可能である。
議員から市民への情報伝
達、情報共有は、個々の
議員活動の範疇であり、
実施状況の把握はしてい
ない。

執行機関からの情報
は、タブレット端末
を活用して、全議員
で迅速に共有できて
おり、必要に応じて
議会としての対応を
協議できる体制を確
保できている。ま
た、議員発信による
執行機関との情報共
有も可能である。
議員から市民への情
報伝達、情報共有
は、個々の議員活動
の範疇であり、実施
状況の把握はしてい
ない。
オンライン会議を可
能とするために、会
議規則及び委員会条
例の改正、またオン
ライン会議開催要領
を作成した。（Ｒ
３）
ＢＣＰ業務継続計画
の策定は着手してい
ない。

■ 議員は、災害の警戒段階や発生時
において、市民及び市長との情報共
有により迅速な対応に努める。ま
た、必要に応じて議会としての対応
を協議する。
【市長との情報共有】
・災害警戒本部や災害対策本部等、
執行機関からの情報収集を逐次行
い、全議員で共有する。
・議員が市民や被災現場から得られ
た情報は、必要に応じて全議員や執
行機関と共有する。
【市民との情報共有】
・被災地や避難所等における市民要
望などについて、市民との情報共有
に努める。（必要な情報は全議員や
執行機関に伝達し、共有化する。）
・議会及び議員として知り得た情報
は、適時、適所において市民に伝達
する。
■災害、感染症などにより議員が参
集できない場合の体制を作る
・ＢＣＰ業務継続計画の策定
■オンライン会議の実施（本会議を
除く）

議会は、災害が起き
たときには、市民及
び市長との間で情報
の共有化を図り、オ
ンライン会議を含め
た迅速な対応に努め
なければならない。

■ 議員は、災害の警戒段階や発生時
において、市民及び市長との情報共
有により迅速な対応に努める。ま
た、必要に応じて議会としての対応
を協議する。
【市長との情報共有】
・災害警戒本部や災害対策本部等、
執行機関からの情報収集を逐次行
い、全議員で共有する。
・議員が市民や被災現場から得られ
た情報は、必要に応じて全議員や執
行機関と共有する。
【市民との情報共有】
・被災地や避難所等における市民要
望などについて、市民との情報共有
に努める。（必要な情報は全議員や
執行機関に伝達し、共有化する。）
・議会及び議員として知り得た情報
は、適時、適所において市民に伝達
する。
■災害、感染症などにより議員が参
集できない場合の体制を作る
・オンライン会議の導入
・ＢＣＰ業務継続計画の策定

■ 議員は、災害の警戒
段階や発生時において、
市民及び市長との情報共
有により迅速な対応に努
める。また、必要に応じ
て議会としての対応を協
議する。
【市長との情報共有】
・災害警戒本部や災害対
策本部等、執行機関から
の情報収集を逐次行い、
全議員で共有する。
・議員が市民や被災現場
から得られた情報は、必
要に応じて全議員や執行
機関と共有する。
【市民との情報共有】
・被災地や避難所等にお
ける市民要望などについ
て、市民との情報共有に
努める。（必要な情報は
全議員や執行機関に伝達
し、共有化する。）
・議会及び議員として知
り得た情報は、適時、適
所において市民に伝達す
る。

一般質問での質疑応答は
一問一答方式で行ってい
る。（H25年6月定例会
から一問一答方式のみを
適用）

平成２５年度以降、２４
会場で開催し、５２７人
の参加者がある。（令和
元年１０月末時点）
平成２７年度以降は、団
体対象形式と地域巡回形
式を平行して実施してい
る。これまでに、７団体
と意見交換を実施した。
（令和元年１０月末時
点）

対話形式やグループワー
クの形式を取り入れてい
る。

「議会における災害等発
生時の対応要領」を策定
している。（平成２６年
２月策定）
議長、会派、議員の対応
などについて規定し、情
報の共有化と迅速な対応
に努めることとしてい
る。

正副議長は、２号配備体
制が敷かれた場合等に速
やかに登庁し、情報収集
に当たっている。
タブレット端末を活用し
て、市の災害警戒本部・
災害対策本部からの情報
が全議員に逐次送られ、
迅速な対応につながって
いる。

ただし、市民との共有化
については、実施状況を
把握できていない。

■ 一般質問は、質問と
答弁の論点や争点を明確
化し、市民に対して分か
りやすく伝えるため、一
問一答方式で行う。

■ 議会報告会を積極的
に開催し、市民の意見を
議会運営や市政に反映で
きるようにする。
【議会報告会の内容】
・主たる議決事件の賛否
に至る過程、背景、理由
に関する具体的説明
・市民との直接対話によ
る市政の課題の抽出や意
見交換
【議会報告会の開催回
数】
・年２回を基本とする。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

22 8 1 （市長等と議会及び議員の関係） 対象 3 3
議会は、市長が提案する計画、政策、
施策、事業等（以下「政策等」とい
う。）について、その水準を高めるた
め及び市民への公開のため、市長に対
して次の事項の説明に努めるよう求め
るものとする。
(１)　政策等を必要とする背景
(２)　検討した他の政策案等の内容
(３)　他の自治体の類似する政策との
比較検討
(４)　市の総合的な計画との整合性
(５)　関係ある法令及び条例等
(６)　政策等の実施にかかわる財源措
置
(７)　将来にわたる効果及び費用

市長が提案する政策等に
関する説明資料は、概ね
充実している。
全ての政策等について７
項目の説明を徹底するこ
とは難しい面もあり、市
民への公開も考慮した分
かりやすい説明資料の具
体的内容については、議
会から執行機関に示す必
要がある。

■ 政策判断に係る情報を市民と共有
する観点から、市長が議会に対して
行う政策等の説明は、同時に市民に
対して分かりやすいものでなくては
ならない。このため、７つの説明事
項について、市長に対して系統的で
分かりやすい説明を求める。
■説明の時期や内容の範囲について
は、議会内で取り扱いのルールを作
り、執行機関に示すことを検討す
る。

市長が提案する政策
等に関する説明資料
は、概ね充実してい
る。
全ての政策等につい
て７項目の説明を徹
底することは難しい
面もあり、市民への
公開も考慮した分か
りやすい説明資料の
具体的内容について
は、議会から執行機
関に示す必要があ
る。
議会内の取り扱いの
ルールづくりはでき
ていない。

■ 政策判断に係る情報を市民と共有
する観点から、市長が議会に対して
行う政策等の説明は、同時に市民に
対して分かりやすいものでなくては
ならない。このため、７つの説明事
項について、市長に対して系統的で
分かりやすい説明を求める。
■説明の時期や内容の範囲について
は、議会内で取り扱いのルールを作
り、執行機関に示すことを検討す
る。

23 8 2 （市長等と議会及び議員の関係） 対象 4 4
議会は、前項の政策等の提案を審議す
るに当たっては、立案及び執行におけ
る論点及び争点を明らかにするととも
に、執行後における政策評価に資する
審議に努めなければならない。

予算審査・決算審査にお
いて、自由討議を採り入
れ、執行機関に「意見・
提言」を提出するPDCA
サイクルの手法を活用し
た審議を実践できてい
る。
ただし、政策等の執行後
や、意見・提言の提出後
の検証などの継続評価に
関しては、取り組みが十
分とは言えない。

■ 市長からの政策等の提案を審議す
る際には、「立案、執行、検証、改
善」を一連の流れとするＰＤＣＡサ
イクル等の手法を参考として、施策
の継続評価、改善等を行うという観
点に立ち、論点や争点を明確化して
審議を行う。
■施策への反映状況の確認や評価に
ついては、より具体的な仕組みを検
討する。

■ 市長からの政策等の提案を審議す
る際には、「立案、執行、検証、改
善」を一連の流れとするＰＤＣＡサ
イクル等の手法を参考として、施策
の継続評価、改善等を行うという観
点に立ち、論点や争点を明確化して
審議を行う。
■施策への反映状況の確認や評価に
ついては、より具体的な仕組みを検
討する。

24 9 1 （予算案及び決算における政策説明資料の作成）対象 5 5
議会は、市長が予算案及び決算を議会
に提出し、議会の審議に付すに当たっ
ては、前条の規定に準じて、施策別又
は事業別の分かりやすい政策説明資料
の作成に努めるよう求める。

提出を求めている基本的
資料は、適切に作成さ
れ、提出されている。
さらに資料が必要な場合
には、任意の資料を新た
に提出するよう、適宜求
めることができている。

■ 市長に対して、次の資料提出を求
める。
【予算】
予算案の概要（当初）、主要事項説
明書、事項別明細書、委員会審査資
料　など
【決算】
決算概要、主要な施策の成果説明書
（全事業）、委員会審査資料　など

※ 法定資料以外にも、任意の分かり
やすい資料提出を求める。

提出を求めている基
本的資料は、適切に
作成され、提出され
ている。
さらに資料が必要な
場合には、任意の資
料を新たに提出する
よう、適宜求めるこ
とができている。

■ 市長に対して、次の資料提出を求
める。
【予算】
予算案の概要（当初）、主要事項説
明書、事項別明細書、委員会審査資
料　など
【決算】
決算概要、主要な施策の成果説明書
（全事業）、委員会審査資料　など

※ 法定資料以外にも、任意の分かり
やすい資料提出を求める。

■ 市長に対して、次の
資料提出を求める。
【予算】
予算案の概要（当初）、
主要事項説明書、事項別
明細書、委員会審査資料
など
【決算】
決算概要、主要な施策の
成果説明書（全事業）、
委員会審査資料　など

※ 法定資料以外にも、
任意の分かりやすい資料
提出を求める。

予算・決算審査にお
いて、自由討議から
政策提言を提出する
ＰＤＣＡサイクルの
手法を活用してい
る。また、決算審査
からの政策提言が翌
年度の予算に反映さ
れたかどうかを確認
する質疑を開始し
た。（Ｒ２）
政策提言反映質疑
Ｒ２：あり　Ｒ３：
なし　Ｒ４：なし
予算・決算審査以外
の政策提言提出後の
検証など継続評価に
関しては、取組みが
十分とは言えない。

新まちづくり構想の
審議にあたり、まち
づくり構想調査研究
委員会を任意設置
し、現計画の検証と
課題抽出を行い、市
長に提案を行った。
（Ｒ２）

市長が提案する政策等に
ついては、全議員協議会
や予算審査の場で説明を
求めている。
説明内容については、不
十分な場合がある。

【今後の検討課題】
説明の時期や内容の範囲
については、議会内で取
り扱いのルールを作り、
執行機関に示す必要があ
る。

予算審査・決算審査委員
会においては、自由討議
により採決までの審議を
深め、「意見・提言」を
執行機関に提出してい
る。また、「意見・提
言」の施策への反映状況
を検証するサイクルがあ
る。

■ 政策判断に係る情報
を市民と共有する観点か
ら、市長が議会に対して
行う政策等の説明は、同
時に市民に対して分かり
やすいものでなくてはな
らない。このため、７つ
の説明事項について、市
長に対して系統的で分か
りやすい説明を求める。

■ 市長からの政策等の
提案を審議する際には、
「立案、執行、検証、改
善」を一連の流れとする
ＰＤＣＡサイクル等の手
法を参考として、施策の
継続評価、改善等を行う
という観点に立ち、論点
や争点を明確化して審議
を行う。

【予算】
予算案の概要（当初）、
主要事項説明書、事項別
明細書、委員会審査資料
など
【決算】
決算概要、主要な施策の
成果説明書（全事業）、
委員会審査資料　など

※法定資料以外にも任意
の資料提出を求めてい
る。

8/16



Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

25 10 1 （地方自治法第96条第２項の議決事項）対象 4 4
地方自治法（昭和22年法律第67号。
以下「法」という。）第96条第２項
の議会の議決事項については、代表機
関である議会が、市政における重要な
計画等の決定に参画する観点と同じ
く、代表機関である市長の政策執行上
の必要性を比較考慮の上、次のとおり
定める。ただし、法律に定めのない計
画等については、各所管の常任委員会
等で調査及び研究する。
(１)　総合的かつ計画的な行政の運営
を図るための基本構想及びこれに基づ
く基本計画に関すること。
(２)　前号に掲げるもののほか、市行
政の各分野における、政策及び施策の
基本的な方向を定める計画、指針その
他これらに類するものに関すること。
ただし、行政内部の管理にかかる計
画、特定の地域を対象とする計画及び
計画期間が５年未満の計画を除く。

議決対象とする計画を明
確に定め、運用できてい
る。
新たな計画の策定に際し
ては、必要に応じて、議
会改革検討会議において
議決対象とするか検討を
行っているが、「法律に
定めのない計画等」の内
容や範囲について、明確
に規定していない。

■ 議決対象とする計画を明確に定め
る。また、適宜、議決対象とする計
画の追加、削除を行う。
■「法律に定めのない計画等」の内
容や範囲を明確化する。
■計画期間の定めのない場合の取り
扱いを明確化する。

議決対象とする計画
を明確に定め、運用
できている。
新たな計画の策定に
際しては、必要に応
じて、議会改革検討
会議において議決対
象とするか検討を
行っているが、「法
律に定めのない計画
等」の内容や範囲に
ついて、明確に規定
していない。

■ 議決対象とする計画を明確に定め
る。また、適宜、議決対象とする計
画の追加、削除を行う。
■「法律に定めのない計画等」の内
容や範囲を明確化する。
■計画期間の定めのない場合の取り
扱いを明確化する。

26 11 1 （予算等に対する議会の役割） 対象外 － －

議員が予算を伴う条例案を提案すると
きは、市長と協議する。

条例案の提案に際して
は、過度の財政負担を要
請するものとならないよ
う留意する必要性を規定
したものであり、議会の
具体的な活動内容に基づ
いて検証評価する方法に
はなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

27 12 1 （各種審議会への参画） 対象外 － －

議員は、各種審議会及び委員会には、
法令の定めのあるものを除き参画しな
い。なお、当該各種審議会及び委員会
において審議する行政課題について
は、議会においても独自に調査及び研
究するものとする。

法令の定めにより審議会
等に参画するものを除
き、行政課題や必要な政
策についての調査研究
は、議会活動の中で実施
するという議会の基本姿
勢を規定したものであ
り、議会の具体的な活動
内容に基づいて検証評価
する方法にはなじまな
い。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

28 13 1 （地方議会の国への働きかけ） 対象外 － －

議会は、地方分権をさらに推進し、真
の地方自治を確立するため、積極的に
国に働きかけなければならない。

地方分権の推進、地方自
治の確立のための、国に
対する議会の基本姿勢を
規定したものであり、議
会の具体的な活動内容に
基づいて検証評価する方
法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

■ 議決対象とする計画
を明確に定める。また、
適宜、議決対象とする計
画の追加、削除を行う。

議決事項とする計画を別
途定めている。
１号該当　１計画
２号該当　１１計画
（令和元年１０月末時
点）

新たな計画の策定や、計
画期間が終了して更新さ
れない場合など、適宜、
対象となる計画の追加、
削除を行っている。

【今後の検討事項】
・「法律に定めのない計
画等」の内容や範囲を明
確化する。
・計画期間の定めのない
場合の取り扱いを明確化
する。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

29 13 2 （地方議会の国への働きかけ） 対象 5 4
議会は、国に対し意見書等を提出する
ことにより、市民の要望を国に直接伝
えることに努めなければならない。

請願や市民との意見交換
などに基づいて、市民の
声を織り込んだ意見書や
要望書を、適宜的確に国
や府に提出できている。

■ 請願等を通じた市民の要望や、議
会として行政課題解決のために必要
と考える国等の対応について、意見
書を提出する。
また、議会報告会や出張委員会で得
られた市民の声を、国へ届ける。

■ 請願等を通じた市民の要望や、議
会として行政課題解決のために必要
と考える国等の対応について、意見
書を提出する。
また、議会報告会や出張委員会で得
られた市民の声を、国へ届ける。

30 13 3 （地方議会の国への働きかけ） 対象 4 4
議会は全国市議会議長会等を通じ、各
自治体が共有する諸課題の提言及び政
策等を国に申し入れる。

市議会議長会や協議会等
の活動に参画して、他の
自治体議会と課題等を共
有し、国に対して要望や
提言を行うなど、十分な
活動ができている。
議会を代表しての取り組
みが主たる活動であるた
め、議会全体としての取
り組みにはなっていな
い。

■ 全国市議会議長会において所属す
る協議会等を通じて、国に要望や政
策提言等を継続的に行う。また、近
畿市議会議長会、京都府市議会議長
会、京都府北部５市議会議長会など
において、他の自治体議会と課題等
を共有し、国に要望等を行う。

市議会議長会や協議
会等の活動に参画し
て、他の自治体議会
と課題等を共有し、
国に対して要望や提
言を行うなど、十分
な活動ができてい
る。
議会を代表しての取
り組みが主たる活動
であるため、議会全
体としての取り組み
にはなっていない。
京都府北部五市議会
の代表市として、国
等への要望書をとり
まとめ要望活動を実
施した。
（Ｒ４）

■ 全国市議会議長会において所属す
る協議会等を通じて、国に要望や政
策提言等を継続的に行う。また、近
畿市議会議長会、京都府市議会議長
会、京都府北部５市議会議長会など
において、他の自治体議会と課題等
を共有し、国に要望等を行う。

31 14 1 （自由討議による合意形成） 対象 4 4
議会は、会議においては、議員相互間
の自由討議により議論を尽くして合意
形成に努めなければならない。

予算審査・決算審査にお
いては、十分に自由討議
を実施できている。各会
派からの討議テーマの提
案は積極的であり、活発
な討議を経て、全議員で
合意形成を図ることがで
きている。
その他の常任委員会で
は、十分に実施できてい
るとは言えない。

■ 実施要領に基づき、自由討議の活
発な実施に努める。また、予算審査
委員会及び決算審査委員会において
は、審査から意見・提言までの循環
サイクルの中に「自由討議」を組み
込んで実施する。
■自由討議の結果について、市政へ
の反映状況の確認評価や、継続して
調査研究する場合などの仕組みを検
討する。

予算・決算審査にお
いて、自由討議を実
施している。また、
決算審査からの政策
提言の反映を確認す
る質疑を開始した。
（Ｒ２）
その他の常任委員会
では、十分に実施で
きているとは言えな
い。
決算審査の自由討議
のテーマ数　Ｒ２：
６件　Ｒ３：３件
Ｒ４：１件

■ 実施要領に基づき、各常任委員会
において自由討議の活発な実施に努
める。
■自由討議の結果について、市政へ
の反映状況の確認評価や、継続して
調査研究する場合などの仕組みを検
討する。

32 15 1 （政務活動費の交付、公開及び報告） 対象外 － －

政務活動費の交付については、議員に
よる政策研究、政策提言等が確実に実
行されるよう、福知山市議会政務活動
費の交付に関する条例（平成24年福
知山市条例第30号）に基づくものと
する。

政務活動費が、政務活動
費の交付に関する条例に
基づいて適正に交付、執
行管理され、政務活動費
交付の目的が達成される
よう、議員の責務を定め
た規定であり、議会の具
体的な活動内容に基づい
て検証評価する方法には
なじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

（コロナ禍の移動制
限と、市民参加の機
会が十分に確保でき
なかった）
コロナ禍の影響によ
り、議会報告会や出
張委員会の開催がで
きず、国等に直接働
きかけることができ
ないものもあった
が、一部は郵送によ
り対応した。
要望活動　Ｒ２：１
回　Ｒ３：１回　Ｒ
４：１回
郵送による要望　Ｒ
２：１回　Ｒ３：１
回　Ｒ４：１回

意見書については、
新型コロナウイルス
感染症関連等につい
て、次のとおり提出
した。
国への意見書　Ｒ
２：２回　Ｒ３：２
回　Ｒ４：なし

■ 全国市議会議長会に
おいて所属する協議会等
を通じて、国に要望や政
策提言等を継続的に行
う。また、近畿市議会議
長会、京都府市議会議長
会、京都府北部５市議会
議長会などにおいて、他
の自治体議会と課題等を
共有し、国に要望等を行
う。

■ 実施要領に基づき、
自由討議の活発な実施に
努める。また、予算審査
委員会及び決算審査委員
会においては、審査から
意見・提言までの循環サ
イクルの中に「自由討
議」を組み込んで実施す
る。

■ 請願等を通じた市民
の要望や、議会として行
政課題解決のために必要
と考える国等の対応につ
いて、意見書を提出す
る。
また、議会報告会や出張
委員会で得られた市民の
声を、国へ届ける。

請願等を通じた市民の要
望や、議会として行政課
題解決のために必要と考
える国等の対応につい
て、意見書を提出してい
る。
また、由良川改修促進特
別委員会では、出張委員
会で得られた市民の声
を、国への要望活動にお
いて直接届けている。

全国市議会議長会におい
て所属する「全国市議会
議長会基地協議会」や
「全国自治体病院経営都
市議会協議会」等を通じ
て、国に要望や政策提言
等を継続的に行ってい
る。
また、近畿市議会議長
会、京都府市議会議長
会、京都府北部５市議会
議長会においても、他の
自治体議会と課題等を共
有し、国に対して要望等
を行っている。

「自由討議実施要領」を
策定し、自由討議の活発
な実施に努めている。
（平成２６年１２月策
定）
予算審査委員会及び決算
審査委員会においては、
「自由討議のあり方」を
定め、予算及び決算審査
から執行機関への「意
見･提言」までの循環サ
イクルの中に、「自由討
議」を組み込んで実施し
ている。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

33 15 2 （政務活動費の交付、公開及び報告） 対象 5 5
政務活動費の交付を受けた議員は、公
正性、透明性等の観点に加え、その支
出根拠が議会の議決事項である予算に
依拠することから、市民等から疑義が
生じないよう、議長に対して証票類を
添付した収支報告書を条例で定める期
日までに提出するとともに、自ら説明
責任を果たすよう努めなければならな
い。

後払い方式の採用や、全
ての領収書を添付した収
支報告の公開などによ
り、公正性、透明性は十
分に確保できている。
視察研修費に関しては、
市民も参加できる報告会
を開催し、ネット中継・
録画配信も行うなど、説
明責任を十分に果たして
いる。

■ 政務活動費の実績と経費の内訳
（全ての領収書添付）を、実績報告
書により報告する。また、経費のう
ち研修費に関しては、研修の内容や
得られた成果等について視察研修報
告書を作成し、行政視察報告会にお
いて報告する。
■ 政務活動費の後払い方式を継続す
る。
■ 政務活動費を活用する視察や研修
の予定を実施前に公表

■ 政務活動費の実績と経費の内訳
（全ての領収書添付）を、実績報告
書により報告する。また、経費のう
ち研修費に関しては、研修の内容や
得られた成果等について視察研修報
告書を作成し、行政視察報告会にお
いて報告する。
■ 政務活動費の後払い方式を継続す
る。
■ 政務活動費を活用する視察の実施
計画書及び行程表を引き続き実施前
に公表するとともに、研修の取り扱
いについて検討する。

34 15 3 （政務活動費の交付、公開及び報告） 対象 5 5
前項の報告書は、所定の場所において
市民が自由に閲覧できるようにしなけ
ればならない。

収支報告にかかる全ての
書類について、情報公開
コーナー及び市議会ホー
ムページで公開してお
り、市民が自由に閲覧で
きる状態を十分に確保で
きている。

■ 市民課情報公開コーナーおよび市
議会ホームページにおいて、政務活
動の実績報告書、領収書、視察研修
報告書を公開する。議会だよりで
は、交付確定額や支出内訳を掲載す
る。

収支報告にかかる全
ての書類について、
情報公開コーナー及
び市議会ホームペー
ジで公開しており、
市民が自由に閲覧で
きる状態を十分に確
保できている。

■ 市民課情報公開コーナーおよび市
議会ホームページにおいて、政務活
動の実績報告書、領収書、視察研修
報告書を公開する。議会だよりで
は、交付確定額や支出内訳を掲載す
る。

35 15 4 （政務活動費の交付、公開及び報告） 対象 5 5
政務活動費の条例の改正案は、市長が
提案する場合及び法第74条第１項の
規定による市民の直接請求があった場
合を除き、改正理由の説明を付して議
員が提案する。

政務活動費は議員報酬等
検討委員会の所管事項と
しており、条例改正に際
しても委員会において十
分に議論できている。改
正案の提案も、議員が
行った。

■ 政務活動費は、議員報酬等検討委
員会が所管事項として検討し、条例
の改正案は改正理由の説明を付して
議員が提案する。

政務活動費は議員報
酬等検討委員会の所
管事項としており、
返還があった場合の
加算金や延滞金の規
定について改正し
た。（Ｒ４）
新型コロナウイルス
感染症対策の財源活
用のため、令和２年
度に限り、１人１８
万円の上限額を１０
万円減額し、８万円
とした。この財源は
執行機関において、
市民の皆さんのイン
フルエンザ予防接種
を無料とする事業に
活用された。（Ｒ
２）

■ 政務活動費は、議員報酬等検討委
員会が所管事項として検討し、条例
の改正案は改正理由の説明を付して
議員が提案する。

36 16 1 （議会改革） 対象外 － －

議会は、議会改革に継続的に取り組ま
なければならない。

議会改革を一過性の取り
組みとせず、市民に開か
れた議会を目指し、市民
福祉の向上と市民主体の
地方自治の実現に向けて
不断の議会改革を推進す
るという、議会の決意表
明であり、議会の具体的
な活動内容に基づいて検
証評価する方法にはなじ
まない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

■ 市民課情報公開コー
ナーおよび市議会ホーム
ページにおいて、政務活
動の実績報告書、領収
書、視察研修報告書を公
開する。議会だよりで
は、交付確定額や支出内
訳を掲載する。

■ 政務活動費は、議員
報酬等検討委員会が所管
事項として検討し、条例
の改正案は改正理由の説
明を付して議員が提案す
る。

後払い方式の採用
や、全ての領収書を
添付した収支報告の
公開、政務活動費を
活用する視察の事前
公表などにより、公
正性、透明性は十分
に確保できている。
視察研修費に関して
は、市民も参加でき
る報告会を開催し、
ネット中継・録画配
信も行うなど、説明
責任を十分に果たし
ている。
時機に適した交付基
準とするため、全国
市議会議長会提供資
料等に基づき、費用
の按分、クレジット
カード支払い、オン
ライン研修に関する
取扱いを整理した。
（Ｒ２・Ｒ３）

■ 政務活動費の実績と
経費の内訳（全ての領収
書添付）を、実績報告書
により報告する。また、
経費のうち研修費に関し
ては、研修の内容や得ら
れた成果等について視察
研修報告書を作成し、行
政視察報告会において報
告する。
■ 政務活動費の後払い
方式を採用する。

政務活動費の実績と経費
の内訳を、実績報告書に
より報告しており、全て
の支出（１円以上）につ
いて、領収書を提出して
いる。
経費のうち、研修費に関
しては、研修の内容や得
られた成果等について視
察研修報告書を作成して
おり、行政視察報告会の
中でも報告を行ってい
る。
平成２９年度から、「政
務活動費の交付に関する
条例」の改正により、後
払い方式を採用してい
る。

市民課情報公開コーナー
および市議会ホームペー
ジにおいて、政務活動の
実績報告書、領収書、視
察研修報告書を公開して
いる。
議会だよりでは、交付確
定額や支出内訳を掲載し
ている。

政務活動費は議員報酬等
検討委員会の所管事項で
ある。改正については議
員報酬等検討委員会にい
おいて検討し、改正案は
改正理由の説明を付して
議員が提案している。
（H27年3月定例会、
H29年3月定例会）
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

37 16 2 （議会改革） 対象外 － －

前項の取組を進めるため、議会改革検
討会議（次項において「検討会議」と
いう。）を設置する。

議会改革を継続的かつ効
率的に推進していくため
の基礎的な会議体の設置
を規定するものであり、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

38 16 3 （議会改革） 対象 3 3
検討会議は、必要に応じて、学識経験
者等を招致し意見を求めることができ
る。

議会基本条例の制定後に
は、議会改革の進展を図
る必要性から、議員研修
会を開催した。
近年は学識経験者等の意
見を聴く機会を設けてい
ないが、その必要性の検
討が十分にできていたと
は言えない。

■ 検討会議は、必要に応じて学識経
験者等の専門的意見を効果的に取り
入れ、議会改革を推進する。
■ 必要に応じて、福知山公立大学の
専門的知見を活用する

学識経験者の意見を
聞く機会はなかっ
た。その必要性につ
いて検討する機会も
なかった。

■ 検討会議は、必要に応じて学識経
験者等の専門的意見を効果的に取り
入れ、議会改革を推進する。
■ 必要に応じて、福知山公立大学の
専門的知見を活用する

39 17 1 （交流及び連携の推進） 対象 4 4
議会は、他の自治体の議会との交流及
び連携を促進するため、独自に、又は
共同して、議会の在り方についての調
査研究等を行う。

京都府北部５市議会の中
で、議員研修会の開催に
ついて連携ができてい
る。
交流や連携を促進するた
めの、議会のあり方につ
いての調査研究は十分と
は言えない。

■ 京都府北部５市議会の中で議員研
修会を連携して実施する。
■他の自治体議会との連携や共同研
究などの取り組みを検討する。

京都府北部５市議会
の中で、議員研修会
の開催について連携
ができている。
交流や連携を促進す
るための、議会のあ
り方についての調査
研究は十分とは言え
ない。
北部五市議会を対象
とした議員研修会を
本市で開催した。
（Ｒ４）
共同研究などの取り
組みはなかった。

■ 京都府北部５市議会の中で議員研
修会を連携して実施する。
■他の自治体議会との連携や共同研
究などの取り組みを検討する。

40 18 1 （委員会等の適切な運営） 対象 5 4
議会は、社会経済情勢等により新たに
生じる行政課題に適切かつ迅速に対応
するため、委員会の特性をいかし、閉
会中の調査研究等を積極的に進め機動
力を高めなければならない。

閉会中の活動を可能とし
ており、突発的な行政課
題にも十分に対応できて
いる。年度当初に閉会中
の活動も含めた年度計画
を立て、年間を通して活
発な調査研究活動を実践
できている。

■ 各委員会は閉会中の継続調査を可
能とし、調査研究事項を継続的に推
進し、突発的な行政課題にも対応で
きる体制を整える。

■ 各委員会は閉会中の継続調査を可
能とし、調査研究事項を継続的に推
進し、突発的な行政課題にも対応で
きる体制を整える。

■ 検討会議は、必要に
応じて学識経験者等の専
門的意見を効果的に取り
入れ、議会改革を推進す
る。

■ 京都府北部５市議会
の中で議員研修会を連携
して実施する。

■ 各委員会は閉会中の
継続調査を可能とし、調
査研究事項を継続的に推
進し、突発的な行政課題
にも対応できる体制を整
える。

（コロナ禍の影響に
より、委員会活動に
制限があった。また
ほぼ毎月本会議を開
催したため、閉会期
間が少なかった。）
閉会中の活動も含め
た年間計画を立て、
年間を通じた調査研
究に努めたが、コロ
ナ禍の影響により、
対面と移動制限によ
り、行政視察や出張
委員会を取り止めざ
るを得ない期間が
あった。また、ほぼ
毎月の本会議の開催
により、委員会の調
査研究の機会が十分
に確保できなかった
が、行政視察・管内
視察は次のとおりと
なった。
行政視察　Ｒ２：１
回　Ｒ３：なし　Ｒ
４：２回
管内視察　Ｒ２：２
回　Ｒ３：２回　Ｒ
４：１回

議会改革検討会議の主催
により、議員研修会を開
催した。（H27.3、
H28.3）

ただし、近年は実施でき
ていない。
学識経験者等の意見を聴
く機会を設けるかどうか
を、ある程度の定期性を
もって検討する必要があ
る。

京都府北部５市議会の中
で議員研修会を連携して
実施している。

【今後の課題事項】
交流や連携はあまり実現
しておらず、今後は他の
自治体議会との連携や共
同研究などの取り組みを
検討する必要がある。

各委員会は閉会中の継続
調査を可能としており、
調査研究事項を継続的に
推進し、突発的な行政課
題にも対応できる体制を
整えている。

出張委員会や管内視察、
他市への行政視察など
は、主として閉会中に実
施している。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

41 18 2 （委員会等の適切な運営） 対象 5 5
委員長は委員会の秩序保持に努め、委
員長報告を作成するとともに、当該報
告への質疑に対する答弁については、
責任をもって行わなければならない。

各委員長は、委員会を主
導して円滑に運営できて
おり、審査報告や調査活
動報告の作成など、その
責務を十分に果たせてい
る。

■ 委員長は、中立公平な立場におい
て、議案等の審査報告、年間の調査
活動報告を作成し、質疑がある場合
は責任をもって対応する。

各委員長は、委員会
を主導して円滑に運
営できており、審査
報告や調査活動報告
の作成など、その責
務を十分に果たせて
いる。

■ 委員長は、中立公平な立場におい
て、議案等の審査報告、年間の調査
活動報告を作成し、質疑がある場合
は責任をもって対応する。

42 18 3 （委員会等の適切な運営） 対象 5 2
委員会は、市民の積極的な傍聴を募る
ため、出張委員会等（福知山市役所本
庁舎以外で開催する常任委員会等をい
う。）を行うことができる。

各委員会とも積極的に実
施できており、出張委員
会の開催テーマに関し
て、市民や団体など当事
者の意見を聴く有意義な
機会を十分に創出できて
いる。
当事者以外にも傍聴者を
増やす工夫は必要であ
る。

■ 委員会は、調査研究活動への市民
参加を推進するため、出張委員会を
開催する。
■ 実施の基本回数
・各委員会において年１回を基本と
する。

（コロナ禍の影響に
より、委員会活動に
制限があった。）
コロナ禍の影響によ
り、委員会活動に制
限があり、十分に出
張委員会が開催でき
なかった。
出張委員会　Ｒ２：
１委員会　Ｒ３：な
し　Ｒ４：なし

■ 委員会は、調査研究活動への市民
参加を推進するため、出張委員会を
開催する。
■ 実施の基本回数
・各委員会において年１回を基本と
する。
■オンラインによる出張委員会を検
討する。

43 18 4 （委員会等の適切な運営） 対象 5 5
委員会の審査に当たっては、委員長が
委員会に諮って、傍聴者に議案の審議
に関する資料等を提供することができ
る。

議案書や関連資料など、
執行機関から議会（委員
会）に提出される資料の
すべてを、傍聴者の閲覧
用に提供している。

■ 議案書、委員会審査資料、予算･
決算の概要、主要事項説明書などを
傍聴者用の閲覧資料として準備す
る。

議案書や関連資料な
ど、執行機関から議
会（委員会）に提出
される資料のすべて
を、傍聴者の閲覧用
に提供している。

■ 議案書、委員会審査資料、予算･
決算の概要、主要事項説明書などを
傍聴者用の閲覧資料として準備す
る。

44 19 1 （議会図書室の活用） 対象外 － －

議会は、議会図書室を充実させるとと
もに、これを議員のみならず、市民及
び市職員の利用に供する。

議会図書室を、地方自治
法第１００条第２０項及
び議会図書室規程に基づ
いて広く利用に供するこ
とを定めた規定であり、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

45 20 1 （議員会派室の活用） 対象外 － －

市民の多様な議会への要望などに対応
する１つの活動拠点として、議員会派
室を設ける。

市民対応などを含む議員
活動について、議員個人
や会派単位で実施するた
めのスペースを設けるこ
とを定めた規定であり、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

46 21 1 （議会事務局の体制整備） 対象外 － －

議会は、議会及び議員の政策形成及び
立案能力を高めるため、議会事務局の
調査及び法務機能を積極的に強化でき
る職務執行体制を確保しなければなら
ない。

事務局の職務執行上の体
制に関する規定であり、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

■ 議案書、委員会審査
資料、予算･決算の概
要、主要事項説明書など
を傍聴者用の閲覧資料と
して準備する。

■ 委員長は、中立公平
な立場において、議案等
の審査報告、年間の調査
活動報告を作成し、質疑
がある場合は責任をもっ
て対応する。

■ 委員会は、調査研究
活動への市民参加を推進
するため、出張委員会を
開催する。
■ 実施の基本回数
・各委員会において年１
回を基本とする。

各委員会の調査研究テー
マに即して、開催してい
る。
平成２７年度　４委員会
平成２８年度　３委員会
平成２９年度　４委員会
平成３０年度　３委員会
（令和元年１０月末時
点）

委員長は、議案等の審査
報告、年間の調査活動報
告を作成し、質疑がある
場合は責任をもって対応
している。

議案書、委員会審査資
料、予算･決算の概要、
主要事項説明書などを傍
聴者用の閲覧資料として
準備している。（現行で
は、「委員会に諮る」こ
とはしていない。）
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

47 22 1 （研修の充実強化） 対象 4 4
議会は、議員の政策形成及び立案能力
の向上を図るため、広く各分野の専門
家等との研究会を積極的に開催し研修
の充実強化を図らなければならない。

専門家等の協力を得て、
積極的に研修の機会を設
けることができている。
さらに多くの様々な調査
研究テーマについて、各
分野の専門的知見の活用
の幅を拡げるなど、より
積極的な取り組みが必要
である。

■ 議会は、市の抱える行政課題に対
して、自ら解決策を考え、提案する
能力を高めるため、専門的知見を得
るためのあらゆる機会を積極的に活
用する。
■福知山公立大学との連携における
「アドバイザー制度」をはじめとし
た取り組みの実践について、各委員
会を中心に実施する。

■ 議会は、市の抱える行政課題に対
して、自ら解決策を考え、提案する
能力を高めるため、専門的知見を得
るためのオンライン研修などあらゆ
る機会を積極的に活用する。
■福知山公立大学との連携における
「アドバイザー制度」をはじめとし
た取り組みの実践について、各委員
会を中心に実施する。

48 23 1 （議会広報の充実） 対象外 － －

議会は、市政に係る重要な情報を、議
会独自の視点から、常に市民に対して
周知するよう努めなければならない。

市民への情報発信におい
て、議会としての独自
性、積極性を重視すると
いう、議会広報の基本姿
勢を定めた規定であり、
議会の具体的な活動内容
に基づいて検証評価する
方法にはなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

49 23 2 （議会広報の充実） 対象 4 4
議会は、情報技術の発達を踏まえた多
様な広報手段を活用することにより、
多くの市民が議会と市政に関心を持つ
よう議会広報活動に努めなければなら
ない。

議会だよりの紙面充実や
ホームページのリニュー
アル、会議中継システム
の更新など、既存の広報
手段の充実化と改善には
十分に取り組めている。
タブレットを活用して、
議会と市政への市民の関
心を高める工夫も実践で
きている。
広報手段の多様化の取り
組みに関しては、十分と
は言えない。

■ より多くの市民の関心を喚起する
議会広報とするため、既存の広報手
段の充実化や改善を行うほか、情報
技術の発展を踏まえて広報手段の多
様化を推進する。
■ＳＮＳを用いた広報について導入
する。

■ より多くの市民の関心を喚起する
議会広報とするため、既存の広報手
段の充実化や改善を行うほか、情報
技術の発展を踏まえて広報手段の多
様化を推進する。
■ＳＮＳを用いた広報について引き
続き研究を行い拡大を図る。

福知山公立大学との
連携や専門家への依
頼により、議員研修
会を開催した。
また、コロナ禍にお
いて、オンラインに
よる研修を積極的に
取り入れるために、
政務活動費の取り扱
いを整理した。
福知山公立大学と連
携した研修会　Ｒ
２：なし　Ｒ３：４
回　Ｒ４：中止
専門家による研修
Ｒ２：なし　Ｒ３：
２回　Ｒ４：１回
市民病院長による研
修　Ｒ２：１回　Ｒ
３：１回　Ｒ４：１
回
ｅラーニング研修
Ｒ２：なし　Ｒ３：
１回　Ｒ４：なし

QRコードを活用した
議会だよりの紙面充
実やホームページの
リニューアル、会議
中継システムの更新
など、既存の広報手
段の充実化と改善に
は十分に取り組めて
いる。
タブレットを活用し
て、議会と市政への
市民の関心を高める
工夫も実践できてい
る。
広報手段の多様化の
取り組みに関して
は、十分とは言えな
い。
コロナ禍の影響によ
り、直接市民の皆さ
んと対話できない状
況のなか、市議会
ホームページにて、
新型コロナウイルス
感染症に関する意見
募集を行った。その
中にあった「マスク
着用が困難な人への
配慮と啓発」に関す
る要望について、市
広報誌への掲載につ
なげた。（Ｒ２）

・福知山公立大学と議会
の連携事業として研修会
を開催（予算･決算審査
委員会、市民地域委員
会）
・福知山市民病院での研
修会を開催（教育厚生委
員会）
・福知山公立大学の専門
的知見の活用を可能とす
る「アドバイザー制度」
を整備
・京都府北部５市の中で
開催される研修会への積
極的な参加

全議員協議会室にイン
ターネット中継設備を設
置し、平成２５年１０月
から、一部の委員会、役
職選出にかかる所信表明
会、行政視察研修報告会
などのライブ中継、録画
配信を実施している。

タブレットの活用によ
り、写真や資料などを使
用して、本会議や市民説
明において市民の関心を
高める取り組みを実施し
ている。

また、Ｈ３０年度には議
会ホームページのリ
ニューアルによる複数言
語対応、文字拡大機能の
導入を行った。

■ 議会は、市の抱える
行政課題に対して、自ら
解決策を考え、提案する
能力を高めるため、専門
的知見を得るためのあら
ゆる機会を積極的に活用
する。

■ より多くの市民の関
心を喚起する議会広報と
するため、既存の広報手
段の充実化や改善を行う
ほか、情報技術の発展を
踏まえて広報手段の多様
化を推進する。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

50 24 1 （議員定数及び議員報酬） 対象外 － －

議員定数及び議員報酬は、福知山市議
会議員定数条例（平成14年福知山市
条例第32号）及び福知山市議会の議
員の議員報酬及び費用弁償等に関する
条例（昭和31年福知山市条例第28
号）で定めるところによる。

議員定数及び議員報酬は
条例により厳正に定める
ことを規定するものであ
り、議会の具体的な活動
内容に基づいて検証評価
する方法にはなじまな
い。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

51 24 2 （議員定数及び議員報酬） 対象外 － －

議員の定数及び報酬の改正に当たって
は、市政の現状と課題、将来の予測と
展望を十分に考慮しなければならな
い。

議員定数及び議員報酬を
定めるに際しての、基本
姿勢を定めた規定であ
り、議会の具体的な活動
内容に基づいて検証評価
する方法にはなじまな
い。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

52 24 3 （議員定数及び議員報酬） 対象 5 5
議員定数及び議員報酬の条例の改正案
は、市長が提案する場合及び法第74
条第１項の規定による市民の直接請求
があった場合を除き、改正理由の説明
を付して議員が提案する。

議員定数及び議員報酬は
議員報酬等検討委員会の
所管事項としており、委
員会において十分に議論
できている。特に議員定
数については、委員会が
主催して市民との意見交
換会を開催し、その上
で、最終的な方向性を委
員会においてまとめた。
改正案の提案も、議員が
行った。

■ 議員定数及び議員報酬は、議員報
酬等検討委員会が所管事項として検
討し、条例の改正案は改正理由の説
明を付して議員が提案する。
■議員報酬を議会自らが検討するこ
との難しさを踏まえ、市長提案の運
用や第三者委員会等の意見の活用な
どについて検討する。

議員定数及び議員報
酬は議員報酬等検討
委員会の所管事項と
して調査研究した。
議員報酬について、
第三者の意見を取り
入れていくことが重
要であるとの認識を
確認した。なお、そ
の方法等については
決まっていない。
（Ｒ２　Ｒ３）

■ 議員定数及び議員報酬は、議員報
酬等検討委員会が所管事項として検
討し、条例の改正案は改正理由の説
明を付して議員が提案する。
■議員報酬を議会自らが検討するこ
との難しさを踏まえ、市長提案の運
用や第三者委員会等の意見の活用な
どについて検討する。

53 25 1 （議員の政治倫理） 対象外 － －

議員は、市民全体の代表者としてその
責務を常に自覚し、市民の疑惑を招く
ことのないよう行動しなければならな
い。

市民の代表者として公
平、公正に行動するため
の行動規範を定めた規定
であり、議会の具体的な
活動内容に基づいて検証
評価する方法にはなじま
ない。

なお、「政治倫理条例」
の制定について、今後検
討を要する。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

54 26 1 （最高規範性） 対象外 － －

この条例は、議会運営における最高規
範であって、議会は、この条例に違反
する議会の条例、規則、規程等を制定
してはならない。

議会運営における議会基
本条例の最高規範性を定
めた規定であり、議会の
具体的な活動内容に基づ
いて検証評価する方法に
はなじまない。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

55 27 1 （見直し手続） 対象 4 4
議会は、議会運営がこの条例の目的、
原則等に即して行われているかどうか
を不断に検証し、必要があると認める
場合は、この条例の改正を含め適切な
措置を講じるものとする。

令和元年度から２年度に
かけて、条例制定以降初
めての検証を実施してい
る。

■ 議会運営が条例に即して行われて
いるかどうか、必要な場合には条例
の改正も含めて検証を行う。
■議会基本条例の検証は、任期中に
一定の間隔を定めて、定期的に実施
する。

令和元年度から令和
２年度にかけて第１
回目の検証評価を実
施し、令和２年度に
その結果を公表した
が、議会基本条例の
改正に至る議論はし
ていない。
令和４年度に第２回
目の検証評価を実施
した。

■ 議会運営が条例に即して行われて
いるかどうか、必要な場合には条例
の改正も含めて検証を行う。
■議会基本条例の検証は、任期中に
一定の間隔を定めて、定期的に実施
する。

■ 議員定数及び議員報
酬は、議員報酬等検討委
員会が所管事項として検
討し、条例の改正案は改
正理由の説明を付して議
員が提案する。

■ 議会運営が条例に即
して行われているかどう
か、必要な場合には条例
の改正も含めて検証を行
う。

議員定数及び議員報酬は
議員報酬等検討委員会の
所管事項である。改正に
ついては議員報酬等検討
委員会にいおいて検討
し、改正案は改正理由の
説明を付して議員が提案
している。（定数：
H29年5月臨時会、報
酬：事例多数）

ただし、議員報酬につい
ては議会自らが検討する
ことは難しい、とする意
見もあり、「市長が提案
する場合」の運用を明確
化することや、報酬審議
会、第三者委員会等の意
見を弾力的に活用するこ
とも、今後検討を要す
る。

令和元年度の議会改革の
取り組みとして、議会基
本条例に即した議会運営
が行われているかどうか
に関して、検証を実施中
である。
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Ａ Ａ（１）の評価 Ｂ（１） A列 B列 Ｃ列
検証対象の選別 議会活動の現状･実績 議会活動の目標とする状態 評価結果 今後の議会活動の目標 第2回評価結果 今後の議会活動の目標 改正が必要と考える場合

条 項 条文 選別／対象外の理由 （条例施行から検証評価の実施時点まで） （検証評価の実施時点における目標） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 評価／評価の根拠･理由 （今後目指す理想的な活動） 理由、改正内容

Step１

整理
番号

議会基本条例

56 27 2 （見直し手続） 対象外 － －

議会は、この条例を改正する場合に
は、全議員の賛同する改正案であって
も、本会議において、当該改正案の提
案者に改正の理由及び背景を詳しく説
明させなければならない。

議会基本条例を改正する
場合の、市民への説明責
任の履行を定めた規定で
あり、議会の具体的な活
動内容に基づいて検証評
価する方法にはなじまな
い。

条文の趣旨を引き続き尊重していく 条文の趣旨を引き続き尊重していく

57 28 1 対象外 － －

この条例の施行に関し、必要な事項
は、別に定める。

議会基本条例の補足事項
を定めた規定であり、議
会の具体的な活動内容に
基づいて検証評価する方
法にはなじまない。

― ―
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